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団体の信頼性を高める団体情報

１ 京都府が義務的に行う団体情報の発信

２ 京都府が伝える団体の活動

３ 中間支援団体が伝える団体情報

４ 団体が自分自身で伝える



京都府が義務的に行う団体情報の発信

○ 内閣府 NPO法人ポータルサイト（1290法人）
事業報告（財務諸表含む）、定款

※ 全国で一律以前、府独自のポータルサイトを運営。

掲載情報は同一

○ 京都府のＨＰに掲載
・過料事件通知（１４法人）

・通知取り消し法人（５法人）

・府認定ＮＰＯ法人（２法人）、仮認定ＮＰＯ法人（１法人）

・条例 控除対象ＮＰＯ法人（３法人）

○ 京都府の事務所で閲覧
役員名簿（住所記載）、会員名簿（住所記載）

事業報告（財務諸表含む）、定款

→ 市民監視の原則



施策の一環で伝える団体の活動情報

＜テーマに応じて紹介：活動が中心＞

・ 京都府府民協働事例集

・ 京都府地域力コラボ博覧会（活動参加募集）

＜施策・事業を紹介する事例として＞

・ 京都式ソーシャル・ビジネスハンドブック

＜センターの加盟団体の紹介＞

・ 丹後地域ＮＰＯ団体紹介ハンドブック

→ 目的が優先され、網羅的でない。



施策の一環で伝える団体の活動情報
京都府委託事業

• 地域公共人材図鑑
新しい公共を見える化（人材の見える化）

ユーチューブでも紹介

冊子：５０名、ＨＰ：４４１名

• ＫＹＯＴＯ まちなび １００

はじめた理由、活動内容、これからの展開

約１００団体を紹介

→ 委託先の判断で個人・団体の紹介作成



信頼できる団体であるかどうかの判断としての
行政からの情報発信

（法令に基づく義務的情報）

• 団体からの情報をそのまま掲載するので、情報の正確性
に疑問が残る
市民の指摘→  団体に確認 → 修正 （レアケース）

• 収入・支出についての確認はできるが、活動内容、他と
の関係性などの詳細は分からない。
ＨＰ、新聞記事、当該団体や周辺団体等の聞取り

• 認定ＮＰＯ法人等は、詳細な実地調査（財務・活動内容）
を所轄庁が行うので信頼度が高い。
・利害関係者などの詳細な情報発信の義務が生じる。
・活動内容、他団体との関係性等は発信義務がない。
・団体からの申請に基づく。網羅的でない。
施策的な団体情報の発信と同じ意味になる



信頼できる団体であるかどうかの判断としての
行政からの情報発信

（施策としての団体情報）

• 活動内容の場合が多く、情報に偏りが生じる。
財務や人材などの内部情報が少ない。

• 優良事例である場合が多く、全団体の情報発信
にはならない



中間支援団体が伝える団体情報

○ ＮＰＯ法人 きょうとＮＰＯセンター

きょうえん（公共活動ポータルサイト）

ステップ１、ステップ２

○ 一般財団法人 社会的認証開発推進機構

社会的認証（ステップ３）

→ 団体が任意で行う情報発信



認証費用（2011年度）
■ステップ1
無料

■ステップ2
5,000円（京都府内の団体のみ免除）

■ステップ3
認証業務費‐50,000円+実費交通費
認証費‐50,000円（2年間）

※認証に係るコンサルテーション業務は、基本2時間2
万円+交通費実費

※ステップ3取得にかかる認証業務費は免除（京都府
内の団体のみ）



「きょうえん」 ＮＰＯ法人きょうとＮＰＯセンター

• CANPAN（日本財団）を活用

• きょうとＮＰＯセンターに、きょうえん登録を
することを連絡

①公益サイト「ＣＡＮＰＡＮ」に登録

②ＣＡＮＰＡＮ上に、団体の情報を入力

③その情報をもとに、きょうとＮＰＯセンター事務局

が確認。修正依頼があれば連絡。

• 認証！きょうえん登録が完了し、マスコットと認証日が
「第三者認証マーク」の欄に表示



ＨＰ きょうえん





掲載項目の選定は団体の意志

• ステップ１
１９６団体：掲載のみ

• ステップ２
１１０団体：内容をセンター職員が確認する

• 情報数で★が１～５になる
• 掲載情報 ・・・ 約40項目
・基本情報（連絡できる時間）

・活動実績（経過、力を入れていること）

・協働実績（助成金、協働相手、行政協働）

・添付情報（財務、役員、パンフ、定款など）



企業からの資材寄附（ステップ２）



一般財団法人 社会的認証開発推進機構

社会的認証（ステップ３）

• ＮＰＯの姿を明らかにすること、それが成長に
つながる

• ステップ１～３へと段階を経て、ＮＰＯは第三
者認証を取得

→ 認証機関は、社会的認証開発推進機構

→ 第３者による訪問調査

→ 審査委員会で判断（３名）



手続き



８つのフロー

• ステップ１．２の認証
• 申請団体と機構が認証に関する「協定」を締結
• 申請団体が評価基準に基づき自己評価を実施

自己評価委員会、評価担当責任者を選任

• 自己評価に基づき、ナビゲーター（２名）が訪問調査
• ナビゲーターが調査報告書を作成、委員会へ提出
• 審査委員会（３名）の開催、認証の可否
• 認証結果と認証情報の掲載
• システムへの参加（ナビゲーターになることができる）







団体が自分自身で伝える

• 活動内容が中心
• 団体の内部情報（役員名簿、財務諸表、組織
図など）は少ない



最後に個人は「良」・「悪」を調べる

• インターネットで団体名・代表者名を検索
・当該団体だけのページしか出てこない、中間

支援団体の登録だけなどの場合は、少し怪しい

・代表者へのクレームがある場合は要検討

• ＮＰＯ関係のセンター職員に確認する
・類似の活動を行っている団体を数個教えてもらう。

入ってない場合は、当該団体について聞いてみる。

・言いにくそうな場合は危険。


